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証券コード　3300
平成30年９月11日

株　主　各　位
東京都渋谷区神宮前二丁目34番17号
　　　住友不動産原宿ビル1 8階
株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ
代表取締役社長 清 水 　 剛

第11回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第11回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成30年９月26日（水曜日）午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお
願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年９月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都渋谷区渋谷四丁目４番25号

アイビーホール青学会館　地下２階　「サフラン」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第11期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第11期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

以　上
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１．　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

２．　次の事項につきましては、法令及び当社定款第18条の定めに基づき、インターネット上の当社
ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には掲載しておりません。

　　（アドレス　https://www.am-bition.jp/）

①　連結計算書類における連結注記表

②　計算書類における個別注記表
　なお、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監
査した連結計算書類及び計算書類には、本招集ご通知及び提供書面記載の各書類のほか、当社ウ
ェブサイトに掲載している上記の注記表も含まれております。
　また、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
（アドレス　https://www.am-bition.jp/）
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国経済は、政府による経済政策や日銀の金融緩和を背景に、企

業収益や雇用情勢は緩やかな回復基調にあるものの、個人消費におきましては、為替の変動や

海外経済の下振れリスクが懸念される等、依然として先行きの不透明な状況で推移いたしまし

た。

　当社グループが属する不動産管理業界におきましては、地価上昇を背景にした個人投資家等

の不動産保有ニーズは依然として高く推移しており、当該保有資産の資産維持及び向上を目的

としたサブリースの需要も高まりつつあります。また、不動産仲介業界においても、依然とし

て一般消費者の消費マインドは節約志向が根強いものの、企業の人事異動に伴う転居ニーズ等

があり、需要状況は改善しつつあります。

　このような市場環境の中、当社グループはコア事業であるプロパティマネジメント事業にお

ける管理戸数の増加を軸に、入居率の向上の維持を支える賃貸仲介事業との連携及び中古不動

産市場の活況を背景に、中古マンション再販事業を展開することで収益拡大を図ってまいりま

した。

　また、株式会社ヴェリタス・インベストをＭ＆Ａにより、100％子会社化することにより、

安定的な物件確保を図りました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は23,278,396千円（前期比59.7％増）、営業利益は

1,141,772千円（前期比292.1％増）、経常利益は1,017,276千円（前期比278.8％増）、親会社

株主に帰属する当期純利益は611,697千円（前期比311.0％増）となりました。

　セグメント別の事業状況につきましては、以下のとおりであります。
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（プロパティマネジメント事業）

　プロパティマネジメント事業は、主に住居用不動産の転貸借（サブリース）を行っておりま

す。当該事業については、管理物件数の増大及び高入居率の維持を基本方針として事業展開い

たしました。当連結会計年度末におきましては、管理戸数については9,307戸となり、入居率

は97.0％となりました。

　その結果、売上高は12,777,304千円（前期比31.9％増）、セグメント利益（営業利益）は

1,024,108千円（前期比219.1％増）となりました。

（賃貸仲介事業）

　賃貸仲介事業は、都内11拠点、神奈川県６拠点、埼玉県１拠点、千葉県１拠点の計19拠点を

運営し、賃貸物件の仲介事業を行っております。

　当連結会計年度におきましては、企業の人事異動等による一般消費者の賃貸住居の仲介ニー

ズを捉えた営業活動を行いましたが、東京圏内における競争環境は激化しております。

　その結果、売上高は1,011,730千円（前期比28.1％増）、セグメント利益（営業利益）は

114,819千円（前期比44.3％増）となりました。

（インベスト事業）

　インベスト事業は、住居用不動産物件の売買及び一般顧客の不動産物件の売買仲介を行って

おります。

　当連結会計年度におきましては、326物件の売却を行いました。

　その結果、売上高は9,356,543千円（前期比128.7％増）、セグメント利益（営業利益）は

1,143,417千円（前期比177.1％増）となりました。

　セグメント別売上高は、次のとおりであります。なお、セグメント間の取引については、相

殺消去して表示しております。

第 10 期
（平成29年６月期）
（前連結会計年度）

第 11 期
（平成30年６月期）
（当連結会計年度）

前期比増減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

プロパティマネジメ
ン ト 事 業

9,686,918千円 66.4％ 12,777,304千円 54.9％ 3,090,386千円 31.9％

賃 貸 仲 介 事 業 790,051 5.4 1,011,730 4.4 221,679 28.1

イ ン ベ ス ト 事 業 4,090,708 28.1 9,356,543 40.2 5,265,834 128.7

そ の 他 10,916 0.1 132,817 0.6 121,901 1,116.7

合 計 14,578,595 100.0 23,278,396 100.0 8,699,801 59.7
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は1,342,383千円

で、その主なものは次のとおりであります。

　　　イ．インベスト事業　株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ　賃貸用不動産取得

　　　ロ．賃貸仲介事業　株式会社アンビション・ルームピア　横浜店・本八幡店　開店

③　資金調達の状況

イ．当社グループは、平成29年７月25日に第４回無担保社債、平成30年３月26日に第５回無担

保社債を発行し、197,664千円の資金調達を行いました。

ロ．当社グループは、平成29年10月５日に株式会社ヴェリタス・インベストメントの株式取得

資金として、金融機関より2,000,000千円調達いたしました。

ハ．当社グループは、運転資金として金融機関より500,000千円調達いたしました。
 

ニ．当社グループは、当連結会計年度中に不動産投資に係る資金として、金融機関より

3,660,000千円調達いたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

　　企業集団の営業成績及び財産の状況の推移

区 分
第 ８ 期

(平成27年６月期)
第 ９ 期

(平成28年６月期)
第 10 期

(平成29年６月期)

第 11 期
(当連結会計年度)
(平成30年６月期)

売 上 高(千円) 6,953,562 9,841,600 14,578,595 23,278,396

経 常 利 益(千円) 175,627 195,789 268,547 1,017,276

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 110,546 109,474 148,828 611,697

１株当たり当期純利益 (円) 38.56 36.25 49.21 90.27

総 資 産(千円) 2,351,973 3,286,003 3,973,378 14,590,915

純 資 産(千円) 674,201 747,962 1,276,061 1,902,051

１株当たり純資産額 (円) 223.25 247.48 377.37 279.10

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当

たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．平成28年４月１日付で株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。

そのため、第９期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及

び１株当たり当期純利益を算定しております。

３．平成30年４月26日付で株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。

そのため、第11期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及

び１株当たり当期純利益を算定しております。
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社アンビション・
ル ー ム ピ ア

35,000千円 100.0％ 賃貸仲介業

株 式 会 社 Ｖ Ａ Ｌ Ｏ Ｒ 20,000千円 100.0 賃貸管理及び賃貸仲介業

Ａ Ｍ Ｂ Ｉ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ

V I E T N A M  C O . , L T D
      230,000 USD 100.0 システム開発及び入力代行業務

株 式 会 社 ホ ー プ
少 額 短 期 保 険

30,000千円 100.0 少額短期保険業

株式会社ヴェリタス・
イ ン ベ ス ト メ ン ト

100,000千円 100.0 不動産開発及び販売業

株式会社N o t  F o u n d 30,000千円 100.0 不動産販売業

株 式 会 社 V I S I O N 10,000千円 100.0 不動産販売仲介業

（注）当社は、平成29年10月６日付で、株式会社ヴェリタス・インベストメントの株式を一部取得し、その後、

平成29年10月24日を効力発生日とした簡易株式交換を実施したことにより、完全子会社といたしました。

また、本件統合により株式会社ヴェリタス・インベストメントの100％子会社である株式会社VISION及び

株式会社Not Foundが当社の孫会社となりました。

(4) 対処すべき課題

　当社グループは、東京圏を中心に、顧客が保有する不動産の賃貸管理（主に転貸借（サブリ

ース）物件）9,307戸（平成30年６月30日現在）の管理等を行うと同時に、直営店舗を19店舗

（平成30年６月30日現在）展開し、不動産賃貸仲介等を行っております。また、当社のノウハ

ウを活用した不動産のバリューアップを図り新たな価値を創造する不動産投資も行っており

ます。今後、業界での競争力を強化し、お客様満足度を向上させるとともに、株主をはじめと

する全ての利害関係者に対する企業価値を高めるために取り組まなければならない項目は次

のとおりであります。

　①コンプライアンスの徹底

　　当社グループは、国土交通省の宅地建物取引業法に基づき、国土交通大臣免許（免許証番

号：国土交通大臣（2）第8023号）を取得しており、また、金融庁の保険業法に基づき、関東

財務局の登録認可（関東財務局長［少額短期保険］第80号）を受けております。当社グルー

プが属する不動産業界は、当該法規制等の下に事業展開しております。法令遵守は企業存続

の基本であり、前提であることから、宅地建物取引業法のみならず、関係諸法令を遵守する

ことは当然のことであるとの認識で事業活動をしております。これは将来においても変わる

ことのない方針であるため、全社的に更なる徹底が必要であると考えており、定期的に全社

員を対象にした研修を行うなど、コンプライアンス意識の更なる徹底を図っております。
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　②お客様満足度の向上

　　当社グループでは、物件所有者・入居者の多様化するニーズに応えるため、サービスの内

容を常に見直し、より質の高いサービスを提供できるようサービスの向上に努めます。その

ベースとなるものは、当社が管理する転貸借（サブリース）物件を多数確保することである

と認識しております。転貸借物件を確保するために、現在の不動産開発業者だけでなく、個

人所有不動産の賃貸管理を受託するべく、インターネット等を通じて積極的に広告活動を行

ってまいります。

　　また、賃貸仲介事業においては、物件自体の魅力に加え、質の高い接客、提案を行ってい

くことが他社との差別化に繋がると考えており、全社員研修を数多く行うことでその向上に

努めております。

　③人材教育の強化

　　当社グループの成長を支えている最大の資産は人材であり、優秀な人材を採用し育成する

ことは重要な課題であると認識しております。そのために事業活動の要となる人材の確保・

育成強化に努めます。具体的には、採用活動を積極的に行い、人員確保を行うとともに、店

舗展開の際に核となる店長候補の人材を養成する観点からの社員教育をはじめとして、部門

間の垣根を越えた各研修プログラムに基づき、計画的に研修を実施することで人材教育を強

化しております。

　④店舗展開

　　主に集客力が見込める東京圏、特にターミナル駅中心の消費者の目に留まりやすい路面店

（１階店舗）を中心に出店を検討してまいります。

　⑤集客力の強化とブランディングの徹底

　　良質な物件をより多くの一般消費者へ露出し、集客を図ってまいります。具体的には、各

種インターネット媒体に対し、物件情報を積極的に公開することと、自社ホームページの内

容を充実させることで、インターネット媒体からの自社ホームページへの誘導を強化し、効

率的な集客を図ってまいります。

　⑥顧客のニーズに合わせた商品企画

　　自社管理物件であることの強みを生かして、多様化する入居者のニーズに合わせた家賃プ

ランの開発などを行うことで、より多くの顧客を取り込んでまいります。また、自社管理物

件の商品企画力を更に強化していきたいと考えております。
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(5) 主要な事業内容（平成30年６月30日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

プロパティマネジメント事業 住居用賃貸不動産の管理及び斡旋を行っております。

賃 貸 仲 介 事 業 不動産賃貸仲介店舗の運営を行っております。

イ ン ベ ス ト 事 業 不動産投資物件の売買及び仲介を行っております。

(6) 主要な営業所及び工場（平成30年６月30日現在）

①　当社

本 社 東京都渋谷区

②　子会社

株式会社アンビション・ルームピア 東京都渋谷区

株 式 会 社 Ｖ Ａ Ｌ Ｏ Ｒ 神奈川県横浜市

A M B I T I O N  V I E T N A M  C O . , L T D ベトナム社会主義共和国ホーチミン市

株 式 会 社 ホ ー プ 少 額 短 期 保 険 東京都渋谷区

株 式 会 社 ヴ ェ リ タ ス ・
イ ン ベ ス ト メ ン ト

東京都渋谷区

株 式 会 社 N o t  F o u n d 東京都渋谷区

株 式 会 社 V I S I O N 東京都渋谷区

（注）株式会社ヴェリタス・インベストメント、株式会社Not Found 、株式会社VISIONは、平成29年10月１日に
当社の連結子会社といたしました。
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(7) 使用人の状況（平成30年６月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

プロパティマネジメント事業 39(23)名 4名増 （8名減）

賃 貸 仲 介 事 業 89(14) 11名減 （3名増）

イ ン ベ ス ト 事 業 57 (3) 42名増 （3名増）

その他（ベトナム・ホープ） 12(11) 12名増（11名増）

全 社 （ 共 通 ） 42(14) 24名増（13名増）

合 計 239(65) 71名増（22名増）

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

66（35）名 1名増（3名増） 31.8歳 2.7年

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、パー

ト及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成30年６月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 東 京 ス タ ー 銀 行 3,533,000千円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 1,663,435

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 660,081

株 式 会 社 千 葉 銀 行 545,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 10 －
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 19,200,000株

②　発行済株式の総数 6,804,400株
 

（注）平成30年４月26日付の株式分割により、発行可能株式総数が9,600,000株増加し、発行

済株式の総数が3,402,200株増加しております。

③　株主数 3,179名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

清 水 　 　 剛 2,688千株 39.5％

株 式 会 社 Ｔ Ｓ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 720 10.6

株 式 会 社 エ ボ ラ ブ ル ア ジ ア 674 9.9

川 田 　 秀 樹 114 1.7

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 88 1.3

徳 原 　 榮 輔 80 1.2

三 菱 U F J モ ル ガ ン ・ ス タ ン レ ー 証 券 株 式 会 社 76 1.1

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 60 0.9

株 式 会 社 S B I 証 券 53 0.8

株 式 会 社 や す ら ぎ 50 0.7

－ 11 －

株式の状況



(2) 新株予約権等の状況

当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況

第2回新株予約権

発行決議日 平成27年12月15日

新株予約権の数 700個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式280,000株（新株予約権1個につき400株）

新株予約権の払込金額 1個当たり800円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 1個当たり149,200円（1株当たり373円）　（注）3

権利行使期間 平成29年10月１日から平成38年１月５日まで

行使の条件 （注）4

役員の保有状況
取締役
（監査等委員である者
　及び社外取締役を除く)

新株予約権の数　　　　700個
目的とする株式数　280,000株
保有者数　　　　　　　　1人

（注）1. 平成28年４月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

2. 平成30年４月26日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

3. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式＝調整前付与株式×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合には、合理的

な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

②本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
1

分割・併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式について時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合、次の算定により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

－ 12 －
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調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

× 1株当たり払込金額

新規発行前の1株当たりの時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

なお、上記算定において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株

式数にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、こ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価

額の調整を行うことができるものとする。

4. 新株予約権の行使条件

①割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引終値が一度でも行使価額（但し、上記「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または

算定方法」に定める行使価額の調整に準じて取締役会により適切に調整されるものとする。）に50％を乗

じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日までに行使

しければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

（a）当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

（b）当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこ

とが判明した場合

（c）当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事

情に大きな変更が生じた場合

（d）その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使はできない。

④各本新株予約権１個未満の行使はできない。

－ 13 －
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第4回新株予約権

発行決議日 平成29年11月16日

新株予約権の数 1,400個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式280,000株（新株予約権1個につき200株）

新株予約権の払込金額 1個当たり1,500円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 1個当たり130,400円（1株当たり652円）　（注）2

権利行使期間 平成30年6月１日から平成39年11月30日まで

行使の条件 （注）3

役員の保有状況
取締役
（監査等委員である者
　及び社外取締役を除く)

新株予約権の数　　　1,400個
目的とする株式数　280,000株
保有者数　　　　　　　　1人

（注）1. 平成30年４月26日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

2. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式＝調整前付与株式×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合には、合理的

な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

②本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により行使価額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
1

分割・併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式について時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合、次の算定により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

－ 14 －

新株予約権等の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

× 1株当たり払込金額

新規発行前の1株当たりの時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

　なお、上記算定において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株

式数にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、こ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価

額の調整を行うことができるものとする。

3. 新株予約権の行使条件

①割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引終値が一度でも行使価額（但し、上記「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または

算定方法」に定める行使価額の調整に準じて取締役会により適切に調整されるものとする。）に50％を乗

じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日までに行使

しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

（a）当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

（b）当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこ

とが判明した場合

（c）当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事

情に大きな変更が生じた場合

（d）その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使はできない。

④各本新株予約権１個未満の行使はできない。

－ 15 －
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第5回新株予約権

発行決議日 平成29年11月16日

新株予約権の数 3,063個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式612,600株（新株予約権1個につき200株）

新株予約権の払込金額 1個当たり100円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 1個当たり130,400円（1株当たり652円）　（注）2

権利行使期間 平成33年10月１日から平成39年11月30日まで

行使の条件 （注）3

役員の保有状況

取締役
（監査等委員である者
　及び社外取締役を除く)

新株予約権の数　　　1,377個
目的とする株式数　275,400株
保有者数　　　　　　　　4人

社外取締役
（監査等委員である者を
　除き社外取締役に限る)

新株予約権の数　　　　　-個
目的とする株式数　　　　-株
保有者数　　　　　　　　-人

監査等委員である取締役
新株予約権の数　 　　　12個
目的とする株式数　　2,400株
保有者数　　　　　　　　1人

（注）1. 平成30年４月26日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

2. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式＝調整前付与株式×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合には、合理的

な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

②本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
1

分割・併合の比率

－ 16 －

新株予約権等の状況
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また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式について時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合、次の算定により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

× 1株当たり払込金額

新規発行前の1株当たりの時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

　なお、上記算定において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株

式数にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、こ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価

額の調整を行うことができるものとする。

3. 新株予約権の行使条件

①当社ののれん償却前営業利益が以下の各号に掲げる条件を充たした場合、新株予約権者は、当該のれん

償却前営業利益を達成した事業年度に係る有価証券報告書が提出された日が属する月の翌月から３年が

経過した日以降に、各新株予約権者に割り当てられた新株予約権のうち当該各号に掲げる割合に相当する

数を限度として、新株予約権を行使することができる。行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が

生じる場合には、これを切り捨てるものとする。

（a）平成30年６月期乃至平成32年６月期のいずれかの事業年度におけるのれん償却前営業利益が1,000百

万円を超過した場合：付与された本新株予約権の90％に相当する新株予約権

（b）平成30年６月期乃至平成34年６月期のいずれかの事業年度におけるのれん償却前営業利益が1,500百

万円を超過した場合：付与された本新株予約権の100％に相当する新株予約権

　なお、上記ののれん償却前営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計

算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）における営業利益及び連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書を作成していない場合にはキャッシュ・フロー計算書）にお

けるのれん償却費を用いるものとする。また、国際財務報告基準の適用等によりのれん償却前営業利益の

判定に用いるべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途当該判定に用いるべき項目又は指標を

取締役会で定めるものとする。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役また

は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締

役会が認めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する

こととなるときは、当該本新株予約権の行使はできない。

⑤各本新株予約権１個未満の行使はできない。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役（監査等委員を除く。）及び取締役（監査等委員）の状況（平成30年６月30日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 清 水 　 　 剛

株式会社アンビション・ルームピア代表取締役
株式会社ルームギャランティ代表取締役
株式会社ＶＡＬＯＲ代表取締役
株式会社ホープ少額短期保険取締役
株式会社ヴェリタス・インベストメント取締役
株式会社Not Found取締役
株式会社VISION取締役

取 締 役 鈴 木 　 　 匠

プロパティマネジメント部長
株式会社アンビション・ルームピア取締役
日神不動産投資顧問株式会社社外取締役
株式会社ホープ少額短期保険取締役
株式会社ヴェリタス・インベストメント取締役
株式会社Not Found取締役
株式会社VISION取締役
株式会社ＶＡＬＯＲ取締役

取 締 役 山 口 　 政 明

インベスト部長
株式会社ヴェリタス・インベストメント取締役
株式会社Not Found取締役
株式会社VISION取締役

取締役（常勤監査等委員） 長 瀬 　 文 雄

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 林 　 　 美 樹
Ｈ２Ｏ合同司法書士事務所代表
Ｈ２Ｏ合同会社代表
株式会社みれい代表取締役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 河 野 　 浩 人

河野公認会計士事務所代表
株式会社ケーマックスアンドカンパニー代表取締役
株式会社Robot Payment社外取締役
フォースバレー・コンシェルジュ株式会社社外監査役
株式会社スピードリンクジャパン社外監査役
株式会社ＫＶＡＲＴ代表取締役
株式会社Hilo Stories代表取締役
株式会社Hilo ソーシャルクリエイト代表取締役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 武 永 　 修 一

株式会社オークファン代表取締役
株式会社SynaBiz代表取締役
株式会社デジファン取締役
株式会社スマートソーシング代表取締役
株式会社ネットプライズ代表取締役

（注）１．取締役（常勤監査等委員）長瀬　文雄氏、取締役（監査等委員）林　美樹氏、取締役（監査等委員）

河野　浩人氏及び取締役（監査等委員）武永　修一氏は、社外取締役であります。

２．取締役（常勤監査等委員）長瀬　文雄氏、取締役（監査等委員）林　美樹氏及び取締役（監査等委

員）河野　浩人氏は、以下のとおり、労務、法務、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。
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・取締役（常勤監査等委員）長瀬　文雄氏は、社会保険労務士の資格を有し、長年にわたり事業会社に

おいて管理部に在籍し、人事・労務業務に携わってきた経験があります。

・取締役（監査等委員）林　美樹氏は、司法書士の資格を有しております。

・取締役（監査等委員）河野　浩人氏は、公認会計士の資格を有しております。

３．当社は、取締役（常勤監査等委員）長瀬　文雄氏、取締役（監査等委員）林　美樹氏、取締役（監査

等委員）河野　浩人氏及び取締役（監査等委員）武永　修一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．当社は、４名の監査等委員のうち長瀬　文雄氏を常勤監査等委員として選定しております。常勤監査

等委員を選定している理由は、日常的な情報収集や取締役会以外の重要な会議への出席、会計監査人

及び内部監査室と十分な連携を図ることにより、監査等委員会による監査の実効性を高めるためであ

ります。

②　取締役の報酬等の額

　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く 。 　 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
（‐）

106,200千円
（‐）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4
（4）

7,740
（7,740）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

8
（4）

113,940
（7,740）

 
（注）１．上記には、平成29年９月28日開催の第10回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含ん

でおります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬限度額は、平成27年９月29日開催の第８回定時株主

総会において、年額300,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいており

ます。

４．監査等委員である取締役の報酬限度額は、平成27年９月29日開催の第８回定時株主総会において、年

額50,000千円以内と決議いただいております。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 重要な兼職の状況 当 社 と の 関 係

取　締　役
（常勤監査等委員）

長瀬　文雄 重要な兼職は特にありません。 特別の関係はありません。

取　締　役
（監査等委員）

林　　美樹

Ｈ２Ｏ合同司法書士事務所代表

Ｈ２Ｏ合同会社代表

株式会社みれい代表取締役

特別の関係はありません。

特別の関係はありません。

特別の関係はありません。

取　締　役
（監査等委員）

河野　浩人

河野公認会計士事務所代表 特別の関係はありません。

株式会社ケーマックスアンドカンパニ

ー代表取締役
特別の関係はありません。

株式会社Robot Payment社外取締役

当社と同社は同社の提供

するサービス利用等の取

引関係があります。

フォースバレー・コンシェルジュ株式会

社社外監査役
特別の関係はありません。

株式会社スピードリンクジャパン社外

監査役
特別の関係はありません。

株式会社ＫＶＡＲＴ代表取締役 特別の関係はありません。

株式会社Hilo Stories代表取締役 特別の関係はありません。

株式会社Hilo ソーシャルクリエイト代

表取締役
特別の関係はありません。

取　締　役
（監査等委員）

武永　修一

株式会社オークファン代表取締役 特別の関係はありません。

株式会社SynaBiz代表取締役 特別の関係はありません。

株式会社デジファン取締役 特別の関係はありません。

株式会社スマートソーシング代表取締

役
特別の関係はありません。

株式会社ネットプライズ代表取締役 特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取　締　役
（常勤監査等委員）

長 瀬 　 文 雄

当事業年度に開催された取締役会27回のうち27回、監査等委員

会12回のうち12回に出席いたしました。出席した取締役会及

び監査等委員会において、主に労務等に関し、事業会社での豊

富な経験と幅広い見識に加え、社会保険労務士としての専門的

見地から適宜発言を行っております。

取　締　役
（監査等委員）

林 　 　 美 樹

当事業年度に開催された取締役会27回のうち27回、監査等委員

会12回のうち12回に出席いたしました。出席した取締役会及

び監査等委員会において、主に法務等に関し、司法書士として

の専門的見地から適宜発言を行っております。

取　締　役
（監査等委員）

河 野 　 浩 人

当事業年度に開催された取締役会27回のうち27回、監査等委員

会12回のうち12回に出席いたしました。出席した取締役会及

び監査等委員会において、主に財務・会計等に関し、公認会計

士としての専門的見地から適宜発言を行っております。

取　締　役
（監査等委員）

武 永 　 修 一

当事業年度に開催された取締役会27回のうち27回、監査等委員

会12回のうち12回に出席いたしました。出席した取締役会及

び監査等委員会において、会社経営者としての豊富な経験と幅

広い見識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行っており

ます。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と各取締役（監査等委員）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役（常勤監査等委員）長瀬　文雄氏、取

締役（監査等委員）林　美樹氏、取締役（監査等委員）河野　浩人氏及び取締役（監査等

委員）武永　修一氏につきましては同法第425条第１項に定める最低責任限度額としてお

ります。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　太陽有限責任監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 39,000千円
 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた監査計画、監査内容等の概要を検討して報酬の妥当性
を判断し、報酬額に同意しております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人太陽有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、14百万円または会社法第425条第１項に定める

額のいずれか高い額としております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制および運用状況

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務並びに会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制について

の決議内容の概要は以下のとおりであります。

　1.当社グループの取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社の取締役および使用人が、公正で高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経

営体制を確立するため、以下の事項を定める。

イ．取締役および使用人が法令および定款を遵守し、倫理観をもって事業活動を行う企業風土

を構築するため、コンプライアンスに関する規程および当社グループ全体に適用する企業

行動原則、ビジネス行動基準を定める。

ロ．法令および定款の遵守体制の実効性を確保するため、取締役会の決議により、取締役会に

直属のコンプライアンスに関する会議体および担当役員を置く。担当役員は、取締役お

よび使用人の法令遵守意識の定着と運用の徹底を図るため、研修等必要な諸活動を推進

し、管理する。

ハ．部門の責任者は、部門固有のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部署とともに法令

遵守体制の整備および推進に努める。

ニ．反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係をもたない。反社会的勢力からの不当要

求に対しては、組織全体として毅然とした対応をとる。

ホ．当社およびグループ会社の事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対し

て適切な処理を行うため、内部通報の運用に関する規程を定めるとともに、通報先を社

内とするコンプライアンス・ホットラインを設置する。是正、改善の必要があるときに

は、すみやかに適切な措置をとる。

ヘ．内部監査室は、法令および定款の遵守体制の有効性について監査を行う。主管部署および

監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずる。

　2.当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．取締役の職務の執行に係る情報は、文書化（電磁的記録を含む）のうえ、経営判断等に

用いた関連資料とともに保存する。文書管理に関する主管部署を置き、管理対象文書と

その保管部署、保存期間および管理方法等を規程に定める。

　ロ．取締役の職務の執行に係る情報は、取締役または監査等委員等から要請があった場合に備

え、適時閲覧可能な状態を維持する。

　ハ．主管部署および文書保管部署は、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理につい

て、継続的な改善活動を行う。

　ニ．内部監査室は、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理について監査を行う。主

管部署および監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その対策を講ず

る。
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　3.当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

全社的なリスク管理、事業活動に伴うリスク管理および危機管理対策からなるリスク管理体制

を適切に構築し、適宜その体制を点検することによって有効性を向上させるため、以下の事項

を定める。

　　　イ．リスク管理の全体最適化を図るため、取締役会の決議により内部統制の担当役員および内

部監査室を置く。内部監査室は、リスク管理および内部統制の状況を点検し、改善を推進

する。

　　　ロ．事業活動に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部署およびリスク管理に関する

規程を定めて対応するとともに、必要に応じて専門性をもった会議体で審議する。主管部

署は、事業部門等を交えて適切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を図る。

　ハ．事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に対しては、

しかるべき予防措置をとる。また、緊急時の対策等を基本的指針に定め、危機発生時に

は、これに基づき対応する。

　ニ．本項のロ.、ハ．のリスク管理体制については、継続的な改善活動を行うとともに、定着

を図るための研修等を適宜実施する。

　ホ．内部監査室は、リスク管理体制について監査を行う。主管部署および監査を受けた部署

は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずる。

　4.当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

意思決定の機動性を高め、効率的な業務執行を行い、その実効性を向上させるため、以下の事項

を定める。

　イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関する規

程を定めるとともに、取締役会を原則として月1回開催するほか、必要に応じて適宜臨時

に開催する。

　ロ．事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図る機関として経営会議を設置し、当社グル

ープの全般的な重要事項について審議する。経営会議は、原則として月1回開催する。

　ハ．事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門の目標と責任を明確

にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。

　ニ．経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ITシステムの主

管部署を置いて整備を進め、全社レベルでの最適化を図る。

　ホ．内部監査室は、事業活動の効率性および有効性について監査を行う。主管部署および監査
を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、連携してその対策を講ずる。
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　5.当社グループ各社の財務報告の信頼性を確保するための体制

イ．適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関する規程

を定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

　　　ロ．内部監査室は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。主管部署および監査を受け

た部署は是正、改善の必要があるときには、その対策を講ずる。

　6.当社グループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループ全体を対象にした法令遵守体制の構築およびグループ会社への適切な経営管理の

ため、以下の事項を定める。

　イ．法令遵守体制の実効性を確保するため、主管部署を定める。主管部署は、グループ会社に

対してコンプライアンスに関する規程の制定支援、研修およびコンプライアンス・ホット

ラインの周知等、必要な諸活動を推進し、管理する。

　ロ．内部監査室は、グループ会社の法令および定款の遵守体制の有効性について監査を行う。

主管部署は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずるよう、適切

な指導を行う。

　ハ．グループ会社が一体となって事業活動を行い、当社グループ全体の企業価値を向上させる

ため、グループ会社の経営管理に関する規程を定める。グループ会社が当社グループの経

営・財務に重要な影響を及ぼす事項を実行する際には、主管部署が適切な指導を行う。

　7.監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項

監査等委員会は、内部監査担当者に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監

査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役の指揮命令を受

けないものとする。

　8.前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項

当該内部監査担当者の任命・異動、人事評価および懲戒等については、監査等委員会の意見を尊

重する。

　9.取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告に関

する体制

イ．当社の取締役または使用人並びに当社子会社の取締役、使用人は、監査等委員会に対し

て、法定の事項に加え、当社および当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の

実施状況等を速やかに報告する。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）につい

ては、取締役と監査等委員会との協議により決定する方法による。また、取締役および使

用人は、監査等委員会から情報の提供を求められた際に、遅滞なく業務執行等の情報を報

告する。
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ロ．監査等委員会へ報告した取締役または使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として

不利な取扱いを行うことを禁止し、当社および当社子会社の取締役および使用人に周知徹

底する。

　10.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査等委員がその職務の執行にあたり生じた費用の前払いまたは償還等の請求をしたと

きは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、すみやかに当

該費用または債務を処理する。

ロ．当社監査等委員会が社外の弁護士等の第三者から助言を求めるときは、当社はこれに要す

る費用を負担する。

ハ．監査等委員は、実効的な監査を行うため、代表取締役、会計監査人、内部監査室とそれぞ

れ定期的に意見交換会を開催することができる。

　上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況は、以下のとおりであります。

　ＡＭＢＩＴＩＯＮグループ企業倫理憲章のもと、全社員が参加する会議や各部門の朝礼など

を利用して、経営理念の浸透や法令遵守への理解の向上を図る取組みを行っている他、有効な

内部通報体制の整備や、監査等委員会および内部監査室による監査によって、コンプライアン

スの水準を維持向上させるよう努めております。

　リスク管理といたしましては、モニタリングを持つ各部署にて収集されたリスク情報が、す

みやかに内部統制の担当役員に集約されることとなっており、その情報をもとに、迅速かつ適

切な対応が取れるように努めております。

　子会社を含めた企業集団における業務の適正性を確保するために、子会社の取締役を含めた

会議を毎月開催し、タイムリーな情報収集を行いながら適切な業務執行やリスク管理の状況に

ついて、情報の共有に努めております。

　監査等委員会の監査が、実効的に行われることを確保するために、定例の監査等委員会を開

催している他、内部監査室や会計監査人との情報交換や代表取締役社長との定期会合を行って

おります。なお、上記以外の内容につきましても、不断の見直しにより継続的に改善を図り、

より適正かつ効率的な体制となるよう努めております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

開 業 費

社 債 発 行 費

11,185,225

3,834,616

376,803

1,539,357

5,236,027

4,668

52,708

181,344

△40,301

3,393,852

1,219,853

307,333

585,124

280,211

47,183

1,336,810

1,280,594

55,369

846

837,188

143,295

165,216

22,730

579,514

△73,569

11,837

6,190

5,647

流 動 負 債 5,348,377

営 業 未 払 金 110,570

短 期 借 入 金 1,257,128

１年内返済予定の長期借入金 2,354,327

1年内償還予定の社債 101,600

未 払 金 136,481

未 払 費 用 293,931

未 払 法 人 税 等 316,369

未 払 消 費 税 60,964

前 受 金 466,215

営 業 預 り 金 156,151

そ の 他 94,636

固 定 負 債 7,340,485

社 債 248,600

長 期 借 入 金 6,518,136

長 期 預 り 保 証 金 541,830

長 期 リ ー ス 債 務 2,255

そ の 他 29,663

負 債 合 計 12,688,863

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 1,898,622

資 本 金 379,780

資 本 剰 余 金 397,216

利 益 剰 余 金 1,121,625

その他の包括利益累計額 463

その他有価証券評価差額金 1,918

為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,454

新 株 予 約 権 2,966

純 資 産 合 計 1,902,051

資 産 合 計 14,590,915 負 債 純 資 産 合 計 14,590,915
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 23,278,396

売 上 原 価 18,633,803

売 上 総 利 益 4,644,592

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,502,819

営 業 利 益 1,141,772

営 業 外 収 益

受 取 利 息 915

受 取 配 当 金 81

受 取 手 数 料 1,364

為 替 差 益 291

匿 名 組 合 分 配 金 2,477

投 資 有 価 証 券 売 却 益 975

雑 収 入 1,838 7,943

営 業 外 費 用

支 払 利 息 103,295

社 債 発 行 費 償 却 1,390

支 払 手 数 料 15,500

雑 損 失 12,253 132,440

経 常 利 益 1,017,276

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 77 77

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,017,198

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 432,908

法 人 税 等 調 整 額 △24,729 408,178

当 期 純 利 益 609,019

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △2,678

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 611,697

－ 28 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

（単位：千円）

株　主　資　本
そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己
株 式

株 主 資
本 合 計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 379,780 339,780 548,049 △1,155 1,266,454 788 △352 436

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △33,572 △33,572

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

611,697 611,697

連 結 範 囲 の 変 動 △7,423 △4,550 △11,973

自 己 株 式 の 処 分 64,859 1,155 66,015

株主資本以外の項目の連結会
計 年 度 中 の 変 動 額(純 額)

－ 1,129 △1,102 27

連結会計年度中の変動額合計 － 57,436 573,575 1,155 632,167 1,129 △1,102 27

当 期 末 残 高 379,780 397,216 1,121,625 － 1,898,622 1,918 △1,454 463

新 株 予
約 権

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

当 期 首 残 高 560 8,610 1,276,061

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △33,572

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

611,697

連 結 範 囲 の 変 動 △8,610 △20,583

自 己 株 式 の 処 分 66,015

株主資本以外の項目の連結会
計 年 度 中 の 変 動 額(純 額)

2,406 2,433

連結会計年度中の変動額合計 2,406 △8,610 625,990

当 期 末 残 高 2,966 － 1,902,051
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貸　借　対　照　表

（平成30年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

貯 蔵 品

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

3,016,624

1,228,142

312,986

1,405,359

145

2,590

21,667

85,972

△40,239

5,691,106

1,114,232

242,525

6,372

7,473

574,119

3,530

280,211

30,938

30,925

13

4,545,935

139,495

3,869,531

132,810

67,569

93,287

20,228

84,319

21,457

184,804

△67,569

5,647

5,647

（負　債　の　部）

流 動 負 債 3,140,899

営 業 未 払 金 89,617

短 期 借 入 金 1,557,128

１年内返済予定の長期借入金 618,957

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 101,600

未 払 金 95,324

未 払 費 用 69,642

未 払 法 人 税 等 32,053

前 受 金 461,095

営 業 預 り 金 53,567

預 り 金 13,696

そ の 他 48,216

固 定 負 債 4,095,685

社 債 248,600

長 期 借 入 金 3,293,256

長 期 預 り 保 証 金 526,348

そ の 他 27,480

負 債 合 計 7,236,585

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 1,471,908

資 本 金 379,780

資 本 剰 余 金 404,640

資 本 準 備 金 339,780

そ の 他 資 本 剰 余 金 64,859

利 益 剰 余 金 687,488

利 益 準 備 金 3,239

そ の 他 利 益 剰 余 金 684,249

繰 越 利 益 剰 余 金 684,249

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,918

その他有価証券評価差額金 1,918

新 株 予 約 権 2,966

純 資 産 合 計 1,476,793

資 産 合 計 8,713,378 負 債 純 資 産 合 計 8,713,378
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損　益　計　算　書

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 14,438,554

売 上 原 価 12,750,942

売 上 総 利 益 1,687,611

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,320,216

営 業 利 益 367,395

営 業 外 収 益

受 取 利 息 421

受 取 配 当 金 70,080

受 取 手 数 料 1,364

匿 名 組 合 分 配 金 2,477

雑 収 入 1,681 76,025

営 業 外 費 用

支 払 利 息 58,978

社 債 発 行 費 償 却 1,390

支 払 手 数 料 10,714

雑 損 失 879 71,962

経 常 利 益 371,458

特 別 損 失

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 21,684 21,684

税 引 前 当 期 純 利 益 349,774

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 96,669

法 人 税 等 調 整 額 △5,892 90,776

当 期 純 利 益 258,997

－ 31 －
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株主資本等変動計算書

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 379,780 339,780 339,780 3,239 458,823 462,062 △1,155 1,180,468

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △33,572 △33,572 △33,572

当 期 純 利 益 258,997 258,997 258,997

自己株式の処分 64,859 64,859 1,155 66,015

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 64,859 64,859 － 225,425 225,425 1,155 291,440

当 期 末 残 高 379,780 339,780 64,859 404,640 3,239 684,249 687,488 － 1,471,908

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 788 788 560 1,181,816

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △33,572

当 期 純 利 益 258,997

自己株式の処分 66,015

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

1,129 1,129 2,406 3,536

当 期 変 動 額 合 計 1,129 1,129 2,406 294,976

当 期 末 残 高 1,918 1,918 2,966 1,476,793

－ 32 －

株主資本等変動計算書



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年８月24日

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柳 下 敏 男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 　 哲 

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮの平成29年７
月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上

－ 33 －
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年８月24日

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柳 下 敏 男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 　 哲 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮの平成
29年７月１日から平成30年６月30日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上

－ 34 －
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第11期事業年度における取締役の職務

の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並

びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下

記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を

求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社各部門において業務及び財産の状況を調査しました。また、子

会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整

備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 35 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　会計監査人「太陽有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　　会計監査人「太陽有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年８月31日

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ　監査等委員会

常勤監査等委員 長瀬文雄　㊞

監査等委員 林　美樹　㊞

監査等委員 河野浩人　㊞

監査等委員 武永修一　㊞

（注）監査等委員長瀬文雄、林美樹、河野浩人及び武永修一は、会社法第２条第15号及び第331条第

　　　６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 36 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、企業価値を継続的に拡大し、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつとし

て認識しております。配当政策につきましては、株主の皆様への利益還元と内部留保充実のバランス

を総合的に判断し、業績と市場動向の状況に応じて、継続的かつ安定的に利益配分する方針であり、

具体的には、各期の経営成績の状況を勘案して、以下のとおり第11期の期末配当を実施いたしたいと

存じます。

期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金16.5円　総額112,272,600円

　　③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成30年９月28日

－ 37 －
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第２号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

　取締役（監査等委員であるものを除く。）全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、取締役（監査等委員であるものを除く。）３名の選任をお願いいたした

いと存じます。

　取締役（監査等委員であるものを除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当社の株式数

１

し

清
みず

水
 

　
たけし

剛
(昭和46年５月14日)

平成10年８月　㈱コスモエーディーエス（現㈱ジョイント・プロパティ）

入社

平成19年４月　㈱ルームピア（現㈱アンビション・ルームピア）入社

平成19年９月　当社設立　代表取締役社長就任（現任）

平成22年１月　㈱アンビション・ルームピア代表取締役就任（現任）

平成23年12月　㈱ルームギャランティ代表取締役就任（現任）

平成27年７月　㈱VALOR代表取締役就任（現任）

平成28年11月　㈱ホープ少額短期準備会社（現㈱ホープ少額短期保険）

取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱ヴェリタス・インベストメント取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱Not Found取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱VISION取締役就任（現任）

2,688,000株

２

すず

鈴
き

木
 

　
たくみ

匠
(昭和54年８月28日)

平成15年５月　㈱日商ベックス入社

平成16年１月　㈲スウィートハウス入社

平成17年12月　㈱ジョイント・レント（現㈱ジョイント・プロパティ）

入社

平成19年４月　㈱ルームピア（現㈱アンビション・ルームピア）入社

平成19年11月　当社入社

平成22年８月　当社執行役員兼プロパティマネジメント部長

平成23年８月　当社取締役就任　プロパティマネジメント部長（現任）

平成23年９月　㈱アンビション・ルームピア取締役就任（現任）

平成28年10月　日神不動産投資顧問㈱社外取締役就任（現任）

平成28年11月　㈱ホープ少額短期準備会社（現㈱ホープ少額短期保険）

取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱ヴェリタス・インベストメント取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱Not Found取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱VISION取締役就任（現任）

平成29年11月　㈱VALOR取締役就任（現任）

36,800株

－ 38 －
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候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）
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平成７年６月　㈱マイルドシティ入社

平成18年８月　三井リハウス東京㈱入社

平成24年５月　当社入社

平成26年１月　当社インベスト部長（現任）

平成27年９月　当社取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱ヴェリタス・インベストメント取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱Not Found取締役就任（現任）

平成29年10月　㈱VISION取締役就任（現任）

12,000株

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の関係はありません。

２．清水剛氏は、当社の親会社等に該当します。

以　上

－ 39 －

取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任議案



株主総会会場ご案内図

会場　東京都渋谷区渋谷四丁目４番25号

アイビーホール青学会館　地下２階　「サフラン」

至赤坂

Ｂ３出口
青山学院
記念館
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高速３号渋谷線

地下鉄
半蔵門線、銀座線
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JR
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手
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青山通り

国連大学

正門
りそな銀行

西門
東門

アイビーホール

みずほ銀行

Ａ４出口
青山ライズスクエア
（三菱UFJ銀行）

渋谷駅

表参道駅

六本木通り

青山学院

Ｂ１出口

玄
関

◎東京メトロ（銀座線、半蔵門線、千代田線）

表参道駅下車（Ｂ１またはＢ３出口より徒歩約５分）

※駐車場の用意はございませんので、ご了承のほどお願い申しあげます。

地図


